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コロナ後の診療報酬改定に向けた医療経済の実態 

◆「第24回医療経済実態調査」公表、コロナ補助金を控除すると病院は赤字 

2023年11月24日、中央社会保険医療協議会（中医協）から第24回医療経済実態

調査が公表された。これは2年に1度、病院、一般診療所、歯科診療所、保険薬局

を地域別に層化して一定比率（病院：1/3、一般診療所：1/15など）を対象サン

プルとして実施されるもので、今回調査では21、22年度の経営状況が対象となっ

た。コロナ補助金を含めると（下表Ⅴ）前回までの調査で赤字となっていた国立

病院の損益が顕著な黒字となるが、コロナ補助金を除くと（下表Ⅳ）国公立とも

大きな赤字が継続、これまで黒字であった医療法人でも赤字化、また年度対比で

収益の伸びを費用の増加が上回っており損益の悪化がみられている。一方、一般

診療所医療法人ではコロナ補助金を含めても除外しても堅調な損益と見える。 

 

◆財務省の24年度予算用建議、「診療所の診療報酬単価引き下げが適当」と指摘 

中医協の上記調査は2年に1度、調査客体ごとの過去2事業年度分を調査するサ

ンプル調査で正確な意味では経年的推移は追えず、調査結果の公表も遅くなると
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いう課題がある。財務省は、過去3事業年度分の医療法人（一般病院・診療所）

の経営データを38都道府県から全21,939法人分入手し、財務省機動的調査結果と

して集計、これに別途発表されている国公立病院などの経営データを併せて、24

年度予算用建議資料としてまとめた。財務省機動的調査は医療法人の義務的な報

告資料を元にした集計で、その中ではコロナ補助金は他の収益と区別されないも

のとなっている。財務省は医療費水準の低かった20年度を基準として議論を進

め、診療所の利益率が20年度比で極めて高水準になっており診療所の診療報酬単

価を引き下げることが適当だと論じている。 

 

◆国民医療費が自然増となる中で病院損益はどうなるか 

医療機関にとっての売上高にあたる医業収益を合計したものが、国民皆保険体

制の元で国民医療費となる。国民医療費は、高齢者比率の増大や医療の高度化に

より経年的に増加していくといういわゆる自然増問題を抱えている。また医療の

中では診療報酬算定上の要件制約などから医業収益増加がそれを上回る医業費用

増加につながる場合も多く、国民医療費の増加と医療機関の損益状況は別々にみ

ていく必要がある。診療報

酬などを議論する上で、国

民医療費の約52％を占める

病院の損益状況を正しく把

握・分析することはきわめ

て重要である。 

 

◆将来の抜本的改定を議論するための共通データには医療DXの進展が必要 

24年度診療報酬改定にむけて公開されている中医協や財務省のデータは、将来

について客観的かつ納得性をもったシミュレーションを行うのに適した実態デー

タとは言いがたい。直近の医療実態を網羅した事実データがない中では、将来を

見据えた抜本的改定の議論は難しい。遅れているマイナ保険証を手始めとする医

療DXの各工程が確実に進められ、治療情報、投薬情報、診療報酬など国全体の医

療情報が共通データとして確立される「全国医療情報プラットフォーム」の実現

が待たれる。 【佐伯章文】  

https://www.mhlw.go.jp/content/10808000/001140173.pdf

